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杵築市行政手続等における情報通信の技術の利用に 
関する条例の一部を改正する条例 

 
杵築市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例

（平成１７年杵築市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 
題名を次のように改める。 
  杵築市情報通信技術を活用した行政の推進に関する 

条例 
 第１条を次のように改める。 

（目的） 
第１条 この条例は、情報通信技術を活用した行政の推進につい

て、情報システムの整備、情報通信技術の利用のための能力又

は利用の機会における格差の是正その他の情報通信技術を利用

する方法により手続等を行うために必要となる事項を定めるこ

とにより、手続等に係る関係者の利便性の向上、行政運営の簡

素化及び効率化並びに社会経済活動の更なる円滑化を図り、も

って市民生活の向上及び地域経済の健全な発展に寄与すること

を目的とする。 
第２条第１号及び第２号を次のように改める。 

（１） 条例等 条例及び規則（地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第１３８条の４第２項に規定する規程及び地

方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１０条に

規定する企業管理規程を含む 。） 並びに同法第２５２条

の１７の２及び地方教育行政の組織及び運営に関する法

律（昭和３１年法律第１６２号）第５５条の規定により、

大分県の条例の定めるところにより杵築市（以下「市」

という 。） が処理することとされた事務について規定す

る大分県の条例及び大分県の執行機関の規則をいう。 
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（２） 市の機関 次に掲げるものをいう。 
  ア 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業

委員会、固定資産評価審査委員会若しくは公営企業管理

者又はこれらに置かれる機関 
  イ アに掲げる機関の職員であって法令又は条例等により

独立に権限を行使することを認められたもの 
  ウ 地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理

者 
 第２条第３号中「図面等」を「図面その他の」に改める。 
 第９条を第１３条とする。 
 第８条中「第３条から第６条まで」を「第４条から第７条まで 
」に改め、同条を第１２条とする。 
 第７条の見出しを 「（ 情報通信技術を活用した行政の推進に関

する状況の公表 ）」 に改め、同条中「少なくとも毎年度１回、市

の機関が」を削り、「使用して行わせ、又は」を「使用する方法

により」に改め、「できる」の次に「市の機関に係る」を加え、

「情報通信の技術の利用」を「情報通信技術を活用した行政の推

進」に、「を取りまとめ」を「について」に改め、同条を第１１

条とする。 
 第６条第１項中「市の機関は、作成等」を「作成等」に、「規

定により」を「規定において」に、「としている」を「が規定さ

れている」に改め、「書面等の作成等に代えて」を削り、「の作

成等を」を「により」に改め、同条第２項中「前項の規定」を「 
前項の電磁的記録」に、「を書面等により行うものとして規定し

た作成等に関する」を「に関する他の」に、「規定する」を「よ

り」に、「当該作成等に」を「当該条例等その他の当該作成等に 
」に改め、同条第３項中「第１項の場合において、市の機関は、

当該作成等」を「作成等のうち当該作成等」に、「より」を「お
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いて」に、「としているもの」を「が規定されているものを第１

項の電磁的記録により行う場合には、当該署名等」に改め、「当

該署名等に」を削り、同条を第７条とし、同条の次に次の３条を

加える。 
（適用除外） 

第８条 次に掲げる手続等については、第４条から前条までの規

定は、適用しない。 
 （１） 手続等のうち、申請等に係る事項に虚偽がないかどう

かを対面により確認する必要があること、許可証その他

の処分通知等に係る書面等を事業所に備え付ける必要が

あることその他の事由により当該手続等を電子情報処理

組織を使用する方法その他の情報通信技術を利用する方

法により行うことが適当でないものとして規則で定める

もの 
 （２） 手続等のうち当該手続等に関する他の条例等の規定に

おいて電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通

信技術を利用する方法により行うことが規定されている

もの（第４条第１項、第５条第１項、第６条第１項又は

前条第１項の規定に基づき行うことが規定されているも

のを除く 。）  
 （添付書面等の省略） 
第９条 申請等をする者に係る住民票の写し、登記事項証明書そ

の他の規則で定める書面等であって当該申請等に関する他の条

例等の規定において当該申請等に際し添付することが規定され

ているものについては、当該条例等の規定にかかわらず、市の

機関が、当該申請等をする者が行う電子情報処理組織を使用し

た個人番号カードの利用その他の措置であって当該書面等の区

分に応じ規則で定めるものにより、直接に、又は電子情報処理
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組織を使用して、当該書面等により確認すべき事項に係る情報

を入手し、又は参照することができる場合には、添付すること

を要しない。 
 （情報通信技術の利用のための能力等における格差の是正） 
第１０条 市は、情報通信技術の利用のための能力又は利用の機

会における格差の是正を図るために必要な施策を講ずるよう努

めなければならない。 
 第５条第１項中「市の機関は、縦覧等」を「縦覧等」に、「規

定により」を「規定において」に、「としている」を「が規定さ

れている」に改め、「書面等の縦覧等に代えて」を削り、「の縦

覧等を」を「により」に改め、同条第２項中「前項の規定」を「 
前項の電磁的記録に記録されている事項又は書類」に、「を書面

等により行うものとして規定した縦覧等に関する」を「に関する

他の」に、「規定する」を「より」に、「当該縦覧等に」を「当

該条例等その他の当該縦覧等に」に改め、同条を第６条とする。 
 第４条第１項を次のように改める。 

処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定

において書面等により行うことその他のその方法が規定されて

いるものについては、当該条例等の規定にかかわらず、規則で

定めるところにより、規則で定める電子情報処理組織を使用す

る方法により行うことができる。ただし、当該処分通知等を受

ける者が当該電子情報処理組織を使用する方法により受ける旨

の規則で定める方式による表示をする場合に限る。 
 第４条第２項中「前項の規定」を「前項の電子情報処理組織を

使用する方法」に、「を書面等により行うものとして規定した処

分通知等に関する」を「に関する他の」に、「規定する書面等」

を「規定する方法」に、「当該処分通知等に」を「当該条例等そ

の他の当該処分通知等に」に改め、同条第３項中「規定」を「電
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子情報処理組織を使用する方法」に、「同項の」を「当該」に改

め、同条第４項中「第１項の場合において、市の機関は、当該処

分通知等」を「処分通知等のうち当該処分通知等」に、「より」

を「おいて」に、「としているもの」を「が規定されているもの

を第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行う場合には、

当該署名等」に改め、「当該署名等に」を削り、同条に次の１項

を加える。 
５ 処分通知等を受ける者について対面により本人確認をするべ

き事情がある場合、処分通知等に係る書面等のうちにその原本

を交付する必要があるものがある場合その他の当該処分通知等

のうちに第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行う

ことが困難又は著しく不適当と認められる部分がある場合とし

て規則で定める場合には、規則で定めるところにより、当該処

分通知等のうち当該部分以外の部分につき、前各項の規定を適

用する。この場合において、第２項中「行われた処分通知等」

とあるのは、「行われた処分通知等（第５項の規定により前項

の規定を適用する部分に限る。以下この項から第４項までにお

いて同じ。）」とする。 
 第４条を第５条とする。 
 第３条第１項を次のように改める。 
  申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において

書面等により行うことその他のその方法が規定されているもの

については、当該条例等の規定にかかわらず、規則で定めると

ころにより、規則で定める電子情報処理組織（市の機関の使用

に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ 。） とその手

続等の相手方の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続

した電子情報処理組織をいう。以下同じ 。） を使用する方法に

より行うことができる。 
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 第３条第２項中「前項の規定」を「前項の電子情報処理組織を

使用する方法」に、「を書面等により行うものとして規定した申

請等に関する」を「に関する他の」に、「規定する書面等」を「 
規定する方法」に、「当該申請等に」を「当該条例等その他の当

該申請等に」に改め、同条第３項中「規定」を「電子情報処理組

織を使用する方法」に、「同項の」を「当該申請等を受ける」に

改め、同条第４項中「第１項の場合において、市の機関は、当該

申請等」を「申請等のうち当該申請等」に、「より」を「おいて 
」に、「としているもの」を「が規定されているものを第１項の

電子情報処理組織を使用する方法により行う場合には、当該署名

等」に、「氏名」を「電子情報処理組織を使用した個人番号カー

ド（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定す

る個人番号カードをいう。第９条において同じ 。） の利用その他

の氏名」に、「当該署名等に代えさせる」を「代える」に改め、

同条に次の２項を加える。 
５ 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において

証紙による方法その他の手数料の納付の方法が規定されている

ものを第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行う場

合には、当該手数料の納付については、当該条例等の規定にか

かわらず、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信

技術を利用する方法であって規則で定めるものをもってするこ

とができる。 
６ 申請等をする者について対面により本人確認をするべき事情

がある場合、申請等に係る書面等のうちにその原本を確認する

必要があるものがある場合その他の当該申請等のうちに第１項

の電子情報処理組織を使用する方法により行うことが困難又は

著しく不適当と認められる部分がある場合として規則で定める
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場合には、規則で定めるところにより、当該申請等のうち当該

部分以外の部分につき、前各項の規定を適用する。この場合に

おいて、第２項中「行われた申請等」とあるのは、「行われた

申請等（第６項の規定により前項の規定を適用する部分に限る。

以下この項から第５項までにおいて同じ。）」とする。 
 第３条を第４条とし、第２条の次に次の１条を加える。 

（情報システムの整備） 
第３条 市の機関は、情報システムの整備に当たっては、当該情

報システムの安全性及び信頼性を確保するために必要な措置を

講ずるものとする。 
２ 市の機関は、情報システムの整備に当たっては、これと併せ

て、当該情報システムを利用して行われる手続等及びこれに関

連する市の機関の事務の簡素化又は合理化その他の見直しを行

うよう努めるものとする。 
 

  附 則 
この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第７８号 
 
 

公益的法人等への杵築市職員の派遣等に関する条例 
の一部改正について 

 
 

公益的法人等への杵築市職員の派遣等に関する条例の一部を改

正する条例を次のように定める。 
 
 

令和２年６月４日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
 
 
              記 
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公益的法人等への杵築市職員の派遣等に関する条例 
の一部を改正する条例 

 
公益的法人等への杵築市職員の派遣等に関する条例（平成１９

年杵築市条例第５号）の一部を次のように改正する。 
 第９条を第１０条とし、第８条の次に次の１条を加える。 

 （派遣職員の労働災害補償の特例） 

第９条 派遣職員が労働者災害補償保険法による補償を受けるこ

ととなった場合において、地方公務員災害補償法（昭和４２年

法律第１２１号）による補償額を下回る場合は、予算の定める

範囲において、補償額の差額を支給することができる。 

 

   附 則 
 この条例は、公布の日から施行し、改正後の公益的法人等への

杵築市職員の派遣等に関する条例の規定は、令和２年４月１日か

ら適用する。 
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議案第７９号 

 

 

杵築市税条例の一部改正について 

 

 

杵築市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

令和２年６月４日提出 

 

 

杵築市長  永 松  悟 

 

 

              記 
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杵築市税条例の一部を改正する条例 
    
 （杵築市税条例の一部改正） 
第１条 杵築市税条例（平成１７年杵築市条例第８０号）の一部

を次のように改正する。 
  第２４条第１項第２号中「寡夫」を「ひとり親」に改める。 
  第３４条の２中「第１２項」を「第１１項」に、「寡婦（寡

夫）控除額」を「寡婦控除額、ひとり親控除額」に、「第７項 
」を「第６項」に改める。 

  第３６条の２第１項ただし書中「第３１４条の２第５項」を

「第３１４条の２第４項」に改める。 
  第９４条第２項に次のただし書を加える。 

ただし、１本当たりの重量が０．７グラム未満の葉巻たば

この本数の算定については、当該葉巻たばこの１本をもって

紙巻たばこの０．７本に換算するものとする。 
第９４条第４項中「左欄に掲げる製造たばこ」の次に 「（ 同

項ただし書に規定する葉巻たばこを除く。）」を加える。 
  附則第３条の２第１項中「特例基準割合（当該年の前年に」

を「延滞金特例基準割合（平均貸付割合（」に、「の規定によ

り告示された割合」を「に規定する平均貸付割合をいう。次項

において同じ。）」に、「この条において同じ。）」を「この項に

おいて同じ。）」に改め、 「（ 以下この条において「特例基準割

合適用年」という。）」を削り、「当該特例基準割合適用年」を

「その年」に、「特例基準割合に」を「延滞金特例基準割合に 
」に改め、同条第２項中「特例基準割合適用年中」を「各年の

平均貸付割合に年０．５パーセントの割合を加算した割合が年

７．３パーセントの割合に満たない場合には、その年中」に、

「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基準割合
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と」を「当該加算した割合と」に改める。 
附則第３条の３第１項中「特例基準割合」を「加算した割合 

」に改める。 
附則第８条中「第６１条又は第６２条」を「第６３条又は第

６４条」に、「第６１条若しくは第６２条」を「第６３条若し

くは第６４条」に改める。 
附則第８条の２第２７項中「附則第６２条」を「附則第６４

条」に改める。 
  附則第１５条第１項中「第３５条の２第１項」の次に「、第

３５条の３第１項」を加える。 
  附則第１５条の２第３項中「第３５条の２」を「第３５条の

３」に改める。 
  附則に次の２条を加える。 
  （新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例 

） 
第２１条 所得割の納税義務者が、新型コロナウイルス感染症

等の影響に対応するための国税関係法律の臨時特例に関する

法律（令和２年法律第２５号。次条において「新型コロナウ

イルス感染症特例法」という 。） 第５条第４項に規定する指

定行事のうち、市長が指定するものの中止若しくは延期又は

その規模の縮小により生じた当該指定行事の入場料金、参加

料金その他の対価の払戻しを請求する権利の全部又は一部の

放棄を同条第１項に規定する指定期間内にした場合には、当

該納税義務者がその放棄をした日の属する年中に法附則第６

０条第４項に規定する市町村放棄払戻請求権相当額の法第３

１４条の７第１項第３号に掲げる寄附金を支出したものとみ

なして、第３４条の７の規定を適用する。 
（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控
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除の特例） 
第２２条 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コ

ロナウイルス感染症特例法第６条第４項の規定の適用を受け

た場合における附則第５条の３の２第１項の規定の適用につ

いては、同項中「令和１５年度」とあるのは、「令和１６年

度」とする。 
第２条 杵築市税条例の一部を次のように改正する。 
  第１９条中「第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告書

に」を「第３２１条の８第３４項及び第３５項の申告書に」に、

「においては」を「には」に改め、同条第４号中「によって」

を「により」に改め、同条第５号中「、第４項又は第１９項」

を「又は第３１項」に改め、同条第６号中「第３２１条の８第

２２項及び第２３項」を「第３２１条の８第３４項及び第３５

項」に改める。 
  第２０条中「及び第４項」を削る。 

第２３条第３項中「規定する収益事業」の次に 「（ 以下この

項及び第３１条第２項の表第１号において「収益事業」という。 
）」 を加え、「第３１条第２項の表の第１号」を「同号」に、

「第４８条第１０項から第１２項まで」を「第４８条第９項か

ら第１６項まで」に改める。 
第３１条第２項の表第１号オ中「第２９２条第１項第４号の

５」を「第２９２条第１項第４号の２」に改め、同条第３項中

「、同項第２号の連結事業年度開始の日から６月の期間若しく

は同項第３号の連結法人税額の課税標準の算定期間又は同項第

４号」を「若しくは同項第２号の期間又は同項第３号」に改め

る。 
第４８条第１項中「第４項、第１９項、第２２項及び第２３

項」を「第３１項、第３４項及び第３５項」に、「第１０項、
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第１１項及び第１３項」を「第９項、第１０項及び第１２項」

に、「第４項、第１９項及び第２３項」を「第３１項及び第３

５項」に、「同条第２２項」を「同条第３４項」に、「第３項 
」を「第２項後段」に改め、同条第２項中「第６６条の７第５

項及び第１１項又は第６８条の９１第４項及び第１０項」を「 
第６６条の７第４項及び第１０項」に、「第３２１条の８第２

４項」を「第３２１条の８第３６項」に改め、同条第３項中「 
第６６条の９の３第４項及び第１０項又は第６８条の９３の３

第４項及び第１０項」を「第６６条の９の３第３項及び第９項 
」に、「第３２１条の８第２５項」を「第３２１条の８第３７

項」に改め、同条第４項中「第３２１条の８第２６項」を「第

３２１条の８第３８項」に改め、同条第５項中「第３２１条の

８第２２項」を「第３２１条の８第３４項」に、「同条第２１

項」を「同条第３３項」に、「、第４項又は第１９項」を「又

は第３１項」に、「同条第２３項」を「同条第３５項」に改め、

同条第６項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、

「同条第２２項」を「同条第３４項」に、「第３２１条の８第

２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め、同条第７項中

「第３２１条の８第２２項」を「第３２１条の８第３４項」に、

「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、同項第

２号中「第３２１条の８第２３項」を「第３２１条の８第３５

項」に改め、同条第９項を削り、同条第１０項中「第３２１条

の８第４２項」を「第３２１条の８第５２項」に、「同条第４

２項」を「同条第５２項」に、「第１２項」を「第１１項」に

改め、同項を同条第９項とし、同条第１１項を同条第１０項と

し、同条第１２項中「第１０項」を「第９項」に改め、同項を

同条第１１項とし、同条第１３項中「第１０項」を「第９項」

に、「第７５条の４第２項」を「第７５条の５第２項」に改め、
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同項を同条第１２項とし、同条第１４項を同条第１３項とし、

同条第１５項中「第１３項」を「第１２項」に、「第１０項」

を「第９項」に改め、同項を同条第１４項とし、同条第１６項

中「第１３項前段」を「第１２項前段」に、「第３２１条の８

第５１項」を「第３２１条の８第６１項」に、「第１０項」を

「第９項」に改め、同項を同条第１５項とし、同条第１７項中

「第１３項後段」を「第１２項後段」に、「第１５項」を「第

１４項」に、「第７５条の４第３項若しくは第６項（同法第８

１条の２４の３第２項において準用する場合を含む。）」を「第

７５条の５第３項若しくは第６項」に、「第１０項」を「第９

項」に改め、同項を同条第１６項とする。 
第５０条第２項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１

項」に、「同条第２３項」を「同条第３５項」に、「、第２項

又は第４項」を「又は第２項」に改め、同条第３項中「、第４

項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、 「（ 同条第２項

又は第４項に規定する申告書を提出すべき法人が連結子法人の

場合には、当該連結子法人との間に連結完全支配関係がある連

結親法人（法人税法第２条第１２号の６の７に規定する連結親

法人をいう。以下この項において同じ 。） 若しくは連結完全支

配関係があった連結親法人が法人税に係る修正申告書を提出し、

又は法人税に係る更正若しくは決定を受けたこと。次項第２号

において同じ。）」を削り、同条第４項中「、第４項又は第１９

項」を「又は第３１項」に改める。 
第５２条第４項から第６項までを削る。 
第９４条第２項ただし書中「０．７グラム」を「１グラム」

に、「０．７本」を「１本」に改める。 
    

附 則 
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（施行期日） 
第１条 この条例は、令和２年１０月１日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 
（１） 第１条中杵築市税条例第２４条第１項第２号、第３４

条の２及び第３６条の２第１項ただし書の改正規定並び

に同条例附則第３条の２、第３条の３第１項、第８条、

第８条の２第２７項、第１５条第 1 項及び第１５条の２

第３項の改正規定並びに同条例附則に２条を加える改正

規定並びに次条及び附則第３条の規定 令和３年１月１

日 
（２） 第２条中杵築市税条例第９４条第２項ただし書の改正

規定及び附則第６条の規定 令和３年１０月１日 
（３） 第２条（前号に掲げる改正規定を除く 。） の改正規定

及び附則第４条の規定 令和４年４月１日 
（延滞金に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の杵築市税条例（以下「新条

例」という 。） 附則第３条の２の規定は、前条第１号に掲げる

規定の施行の日以後の期間に対応する延滞金について適用し、

同日前の期間に対応する延滞金については、なお従前の例によ

る。 
 （市民税に関する経過措置） 
第３条 新条例第２４条第１項（第２号に係る部分に限る。）、第

３４条の２及び第３６条の２第１項の規定は、令和３年度以後

の年度分の個人の市民税について適用し、令和２年度分までの

個人の市民税については、なお従前の例による。 
２ 令和３年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条

例第３６条の２第１項の規定の適用については、同項ただし書

中「地震保険料控除額」とあるのは、「地震保険料控除額、ひ
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とり親控除額（地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法

律第５号）第１条の規定による改正前の地方税法（以下「旧法 
」という 。） 第２９２条第１項第１１号に規定する寡婦（旧法

第３１４条の２第３項の規定に該当するものに限る 。） 又は旧

法第２９２条第１項第１２号に規定する寡夫である第２３条第

１項第１号に掲げる者に係るものを除く。）」とする。 
第４条 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の杵築市税

条例の規定中法人の市民税に関する部分は、同号に掲げる規定

の施行の日（以下この条において「３号施行日」という 。） 以

後に開始する事業年度（所得税法等の一部を改正する法律（令

和２年法律第８号）第３条の規定（同法附則第１条第５号ロに

掲げる改正規定に限る 。） による改正前の法人税法（昭和４０

年法律第３４号。以下この条において「４年旧法人税法」とい

う 。） 第２条第１２号の７に規定する連結子法人（次項におい

て「連結子法人」という 。） の連結親法人事業年度（４年旧法

人税法第１５条の２第１項に規定する連結親法人事業年度をい

う。次項において同じ 。） が３号施行日前に開始した事業年度

を除く 。） 分の法人の市民税について適用する。 
２ ３号施行日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人

事業年度が３号施行日前に開始した事業年度を含む 。） 分の法

人の市民税及び３号施行日前に開始した連結事業年度（４年旧

法人税法第１５条の２第１項に規定する連結事業年度をいう。

以下この項において同じ 。） （連結子法人の連結親法人事業年

度が３号施行日前に開始した連結事業年度を含む 。） 分の法人

の市民税については、なお従前の例による。 
（市たばこ税に関する経過措置） 

第５条 この条例の施行の日前に課した、又は課すべきであった

葉巻たばこに係る市たばこ税については、なお従前の例による。 
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第６条 附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に課した、

又は課すべきであった葉巻たばこに係る市たばこ税については、

なお従前の例による。 
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議案第８０号 
 
 

杵築市固定資産評価審査委員会条例の一部改正につ 
いて 

 
 

杵築市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例を次

のように定める。 
 
 

令和２年６月４日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
 
 
              記 
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杵築市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正す 
る条例 

 
杵築市固定資産評価審査委員会条例（平成１７年杵築市条例第

８３号）の一部を次のように改正する。 
第６条中第２項を削り、第３項を第２項とし、第４項を第３項

とし、第５項を第４項とする。 
 

附 則 
この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８１号 

 

 

杵築市行政財産使用料条例の一部を改正する条例の 

一部改正について 

 

 

杵築市行政財産使用料条例の一部を改正する条例の一部を改正

する条例を次のように定める。 

 

 

令和２年６月４日提出 

 

 

杵築市長  永 松  悟 

 

 

              記 
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杵築市行政財産使用料条例の一部を改正する条例の 

一部を改正する条例 

 

杵築市行政財産使用料条例の一部を改正する条例（令和２年杵

築市条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

 第２条の改正規定中 

「 

「 

一般 

３，３００円 

小学生以下 

２，２００円 

」を 

「 

一般 

３，８５０円 

小学生以下 

２，７５０円 

」に、 

「 

１張り 

５５０円 

」を 

「 

１張り 

１，６５０円 

」に、 

「 
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６，６００円 

」を 

「 

９，３５０円 

」に、 

「 

２７，５００円 

」を 

「 

３３，０００円 

」に、 

「 

３８，５００円 

」を 

「 

４１，８００円 

」に、 

「 

１６，５００円 

」を 

「 

２２，０００円 

」に 

」を 

「 

 「 

杵 横 研修室 午前９ １時間につき １時間未満 
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築

市

大 

岳

荘 

和室 

（４人

用） 

食室・

厨房 

時から 

午後５

時まで 

３３０円 の使用時間

は１時間と

して算定す

る。 田

横

岳

自

然 

 午後５

時から 

午後１

０時ま

で 

１時間につき 

５５０円 

公

園 

 研修室 

和室 

（２人

用） 

和室 

（４人

用） 

洋室 

（２人

用） 

宿泊 

チェッ

クイン 

午後３

時 

チェッ

クアウ

ト 

午前１

０時 

一般 

３，３００円 

小学生以下 

２，２００円 

１泊食事な

しの１人当

たりの料

金。 

 キャンプ場 宿泊 一般 

５５０円 

小学生以下 

３３０円 

１泊食事な

しの１人当

たりの料

金。入浴料

を含む。 

  日帰り 一般 

２２０円 

小学生以下 

１１０円 
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 テントフリ

ーサイト 

 １張り 

５５０円 

 

 貸しテント  １張り 

１，１００円 

５人用の料

金 

 シャワー利

用 

午前１

１時か

ら 

午後４

時まで 

一般 

２２０円 

小学生以下 

１１０円 

１回当たり

の料金。 

 天体観測施

設 

「キララ

館」 

 一般 

３３０円 

小学生以下 

２２０円 

 

 ログハウス 

くぬぎ 

けやき 

１棟 

（定員

５人） 

宿泊 

チェッ

クイン 

午後３

時 

チェッ

クアウ

ト 

午前１

０時 

６，６００円 １泊２日食

事なしの１

棟当たりの

料金。入浴

料を含む。 

  １棟 １時間につき １時間未満 
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  （泊な

し） 

１，１００円 の使用時間

は１時間と

して算定す

る。 

 ログハウス 

かえで 

（風呂・シ

ャワー付） 

１棟 

（定員

１２人 

） 

宿泊 

チェッ

クイン 

午後３

時 

チェッ

クアウ

ト 

午前１

０時 

２７，５００円 １泊２日食

事なしの１

棟当たりの

料金。入浴

料を含む。 

  １棟

（泊な

し） 

１時間につき 

１，１００円 

１時間未満

の使用時間

は１時間と

して算定す

る。 

 ログハウス 

もみじ 

１棟 

（定員

２４人 

） 

３８，５００円 １泊２日食

事なしの１

棟当たりの

料金。入浴 
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  宿泊 

チェッ

クイン 

午後３

時 

チェッ

クアウ

ト 

午前１

０時 

 料を含む。 

  １棟

（泊な

し） 

１時間につき 

１，１００円 

１時間未満

の使用時間

は１時間と

して算定す

る。 

 ログハウス 

うめ 

さくら 

（風呂・シ

ャワー付） 

１棟 

（定員

７人） 

宿泊 

チェッ

クイン 

午後３

時 

チェッ

クアウ

ト 

午前１ 

１６，５００円 １泊２日食

事なしの１

棟当たりの

料金。入浴

料を含む。 
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  ０時   

  １棟

（泊な

し） 

１時間につき 

１，１００円 

１時間未満

の使用時間

は１時間と

して算定す

る。 

 テニスコー

ト 

（人工芝） 

午前９

時から 

午後９

時まで 

１面１時間につ

き 

３３０円 

１時間未満

の使用時間

は１時間と

して算定す 

 夜間照明施

設 

午後５

時から 

午後９

時まで 

１面１時間につ

き 

５５０円 

る。 

杵

築

市

農

村

環 

大会議室 午前８

時３０

分から 

午後１

０時ま

で 

１時間につき 

２２０円 

１ １時間

未満の使

用時間は

１時間と

して算定

する。 

境

改

善

セ

ン

タ 

調理室 午前８

時３０

分から 

午後１

０時ま

で 

１時間につき 

２２０円 

２ 農村環

境改善セ

ンターの

設置目的

以外で、

利用者が 

ー その他研修 午前８ １時間につき 他市町村 
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 室等 時３０

分から 

午後１

０時ま

で 

１１０円 の住民等

の場合は

使用料の

１００％

を加算す

る。 

」を 

 「 

杵

築

市

農

村

環 

大会議室 午前８

時３０

分から 

午後１

０時ま

で 

１時間につき 

２２０円 

１ １時間

未満の使

用時間は

１時間と

して算定

する。 

境

改

善

セ

ン

タ 

調理室 午前８

時３０

分から 

午後１

０時ま

で 

１時間につき 

２２０円 

２ 農村環

境改善セ

ンターの

設置目的

以外で、

利用者が 

ー その他研修

室等 

午前８

時３０ 

１時間につき 

１１０円 

他市町村

の住民等 

  分から 

午後１

０時ま

で 

 の場合は

使用料の

１００％

を加算す

る。 

」に 
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」に

改める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８２号 

 

 

杵築市山香温泉センター（神塩温泉）条例の一部を 

改正する条例の一部改正について 

 

 

杵築市山香温泉センター（神塩温泉）条例の一部を改正する条

例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

令和２年６月４日提出 

 

 

杵築市長  永 松  悟 

 

 

              記 
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杵築市山香温泉センター（神塩温泉）条例の一部を 

改正する条例の一部を改正する条例 

 

杵築市山香温泉センター（神塩温泉）条例の一部を改正する条

例（令和２年杵築市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

 別表の改正規定中 

「 

午後４時から午後８時まで 

」を 

「 

午後２時から午後８時まで 

」に改める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８３号 

 

 

杵築市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関 

する基準を定める条例の一部改正について 

 

 

杵築市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

令和２年６月４日提出 

 

 

杵築市長  永 松  悟 

 

 

              記 
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杵築市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関 
する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 
杵築市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例（平成２６年杵築市条例第２３号）の一部を次のよう

に改正する。 
 第１０条第３項中「指定都市」の次に「若しくは同法第２５２

条の２２第１項の中核市」を加える。 
 

附 則 
 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８４号 

 

 

杵築市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業 

の運営に関する基準を定める条例の一部改正につい 

て 

 

 

杵築市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

令和２年６月４日提出 

 

 

杵築市長  永 松  悟 

 

 

              記 
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   杵築市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業 

の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する 

条例 

 

杵築市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例（平成２６年杵築市条例第２１号）の一部

を次のように改正する。 

 第４２条第４項中「特定地域型保育事業者による第１項第３号

に掲げる事項に係る連携施設の確保が著しく困難であると認める

とき」を「次のいずれかに該当するとき」に、「同号」を「第１

項第３号」に改め、同項に次の２号を加える。 

（１） 市長が、児童福祉法第２４条第３項の規定による調整

を行うに当たって、特定地域型保育事業者による特定地

域型保育の提供を受けていた満３歳未満保育認定子ども

を優先的に取り扱う措置その他の特定地域型保育事業者

による特定地域型保育の提供の終了に際して、当該満３

歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者

の希望に基づき、引き続き必要な教育・保育が提供され

るよう必要な措置を講じているとき。 

（２） 特定地域型保育事業者による第１項第３号に掲げる事

項に係る連携施設の確保が著しく困難であると認めると

き（前号に該当する場合を除く。）。 

 第４２条第５項中「前項」の次に 「（ 第２号に係る部分に限る。 

）」 を加える。 

 

  附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８５号 

 

 

杵築市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基 

準を定める条例の一部改正について 

 

 

杵築市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

令和２年６月４日提出 

 

 

杵築市長  永 松  悟 

 

 

              記 
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   杵築市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基 

準を定める条例の一部を改正する条例 

 

杵築市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例（平成２６年杵築市条例第２２号）の一部を次のように改正

する。 

 第６条第４項中「家庭的保育事業者等による第１項第３号に掲

げる事項に係る連携施設の確保が著しく困難であると認めるとき 

」を「次のいずれかに該当するとき」に、「同号」を「第１項第

３号」に改め、同項に次の２号を加える。 

（１） 市長が、法第２４条第３項の規定による調整を行うに当

たって、家庭的保育事業者等による保育の提供を受けてい

た利用乳幼児を優先的に取り扱う措置その他の家庭的保育

事業者等による保育の提供の終了に際して、利用乳幼児に

係る保護者の希望に基づき、引き続き必要な教育又は保育

が提供されるよう必要な措置を講じているとき。 

（２） 家庭的保育事業者等による第１項第３号に掲げる事項に

係る連携施設の確保が、著しく困難であると認めるとき（ 

前号に該当する場合を除く。）。 

  第６条第５項中「前項」の次に 「（ 第２号に該当する場合に限

る。）」を加える。 

  第３７条第４号中「従事する場合」の次に「又は保護者の疾病、

疲労その他の身体上、精神上若しくは環境上の理由により家庭に

おいて乳幼児を養育することが困難な場合」を加える。 

  

  附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８６号 

 

 

杵築市大田横岳自然公園の設置及び管理に関する条 

例の制定について 

 

 

杵築市大田横岳自然公園の設置及び管理に関する条例を次のよ

うに定める。 

 

 

令和２年６月４日提出 

 

 

杵築市長  永 松  悟 

 

 

              記 
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杵築市大田横岳自然公園の設置及び管理に関する条 

例 

 

（設置） 

第１条 杵築市の自然豊かな環境を活かし、観光レクリエーショ

ンゾーンの中核施設としての機能及び市民の健康増進に努め、

活力ある地域づくりに寄与するため、杵築市大田横岳自然公園

（以下「横岳自然公園」という 。） を設置する。 

（位置）  

第２条 横岳自然公園の位置は、杵築市大田波多方４４４８番地

１ほか横岳周辺地域とする。 

（施設） 

第３条 横岳自然公園に次に掲げる施設を置く。 

（１） 宿泊施設（横岳荘、ログハウス） 

（２） キャンプ場 

（３） 天体観測施設「キララ館」 

（４） テニスコート 

（５） 遊具 

（６） 屋外ステージ 

（７） 鹿公園 

（８） その他の便益施設 

（休園日） 

第４条 横岳自然公園の休園日は、次に掲げるとおりとする。た

だし、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）

に規定する休日及びその前日並びに小学校及び中学校における

学年始休業日、夏季休業日及び学年末休業日の期間は、この限

りでない。 

（１） 火曜日、水曜日及び木曜日 
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（２） １２月１日から翌年３月１５日まで 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が特に必要があると認めると

きは、休園日を変更し、開園又は休園することができる。 

（使用の許可） 

第５条 横岳自然公園の施設並びに設備及び備品（以下「施設等 

」という 。） を使用しようとする者は、あらかじめ、市長の許

可を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の許可を与える場合において、管理上必要があ

ると認めるときは、その使用について、条件を付し、必要な指

示をすることができる。 

（使用許可の制限） 

第６条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用を

許可しない。 

（１） 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあると認めら

れるとき。 

（２） 施設等を損傷するおそれがあるとき。 

（３） 管理運営上支障があると認められるとき。 

（４） その他市長が不適当と認めるとき。 

（使用料） 

第７条 第５条に規定する使用の許可を受けた者（以下「使用者 

」という 。） は、別表に定めるところにより、使用料を納付し

なければならない。ただし、未就学児の使用については、これ

を徴収しないものとする。 

２ 既に納付した使用料は、返還しない。ただし、市長が特に必

要があると認めるときは、その全部又は一部を返還することが

できる。 

（使用料の減免） 

第８条 次の各号のいずれかに該当するときは、市長は使用料を
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減額し、又は免除することができる。 

（１） 市が主催又は共催する行事に使用するとき。 

（２） その他市長が特に必要があると認めるとき。 

（目的外使用、権利譲渡等の禁止） 

第９条 使用者は、許可目的以外の目的に使用し、又は使用する

権利を譲渡若しくは転貸することはできない。 

（造作等の制限） 

第１０条 使用者は、横岳自然公園の施設等を変更し、又は造作

を加えようとするときは、あらかじめ、市長の許可を受けなけ

ればならない。 

（使用許可の取消し） 

第１１条 市長は、使用者がこの条例若しくはこれに基づく規則

に違反したとき又は違反するおそれがあるときは、使用許可を

取り消すことができる。 

（指定管理者による管理） 

第１２条 施設の管理は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。

以下「法」という 。） 第２４４条の２第３項の規定により、法

人その他の団体であって市長が指定するもの（以下「指定管理

者」という 。） に行わせることができる。この場合において、

第７条に規定する使用料は、利用料金として指定管理者の収入

とする。 

２ 市長は、前項の規定により施設の管理を指定管理者に行わせ

る場合で、市長が特別の事情があると認めたときは、杵築市公

の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年

杵築市条例第５５号。以下「手続条例」という 。） 第２条ただ

し書の規定により、指定候補者の選定を行うことができる。 

３ 前項の規定による指定候補者の選定に当たっては、市長は、

選定を行おうとする法人その他の団体と協議し、手続条例第３
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条第２項各号の書類の提出を求め、手続条例第４条第１項各号

に照らし総合的に判断するものとする。 

４ 第１項の規定により施設の管理を指定管理者に行わせる場合

は、第４条第２項の規定中「市長が特に必要があると認めると

きは」とあるのは「指定管理者が特に必要があると認めるとき

は、市長の承認を受けて」と、第５条、第６条及び第１１条の

規定中「市長」とあるのは「指定管理者」と読み替えるものと

する。 

５ 法第２４４条の２第９項の規定に基づき、別表に定める額を

上限として、指定管理者が利用料金を定める場合にあっては、

あらかじめ、市長の承認を受けなければならない。 

（指定管理者の業務） 

第１３条 指定管理者は、次の各号に掲げる業務を行うものとす

る。 

（１） 施設等の使用の許可に関する業務 

（２） 施設等の維持及び管理に関する業務 

（３） 利用料金の徴収に関する業務 

（４） 施設の設置目的を達成するために必要な業務 

（５） 前各号に掲げる業務のほか、指定管理者が施設等の管

理上必要と認める業務 

（指定管理者の責務） 

第１４条 指定管理者は、次に掲げる責務を遵守しなければなら

ない。 

（１） 住民の福祉の増進を目的とした公平・公正な施設の運

営を行うこと。 

（２） 手続条例及びこの条例並びにこれらに基づく規則の規

定に従い、施設の管理を行うこと。 

（原状回復義務） 
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第１５条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき又は法

第２４４条の２第１１項の規定により指定を取り消され、若し

くは期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ぜ

られたときは、その管理しなくなった施設等を速やかに原状に

回復しなければならない。ただし、市長の承認を得たときは、

この限りでない。 

（損害賠償） 

第１６条 使用者は、故意又は過失によって施設等を損傷し、又

は滅失したときは、その損害を賠償しなければならない。ただ

し、市長が特別の事情があると認めるときは、損害賠償義務の

全部又は一部を免除することができる。 

（委任） 

第１７条 この条例の施行に関し、必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年７月１日から施行する。 

 （杵築市大田横岳自然公園条例等の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

 （１） 杵築市大田横岳自然公園条例（平成１７年杵築市条例

第１３９号） 

 （２） 杵築市大田休養・休憩施設「横岳荘」条例（平成１７

年杵築市条例第１４０号） 

 （３） 杵築市大田よこだけ「キララ館」条例（平成１７年杵

築市条例第１４１号） 

 （経過措置） 

３ この条例の施行の日（以下「施行日」という 。） の前日まで

に、杵築市大田横岳自然公園条例、杵築市大田休養・休憩施設
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「横岳荘」条例及び杵築市大田よこだけ「キララ館」条例の規

定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの条

例の相当規定によりなされた処分、手続その他の行為とみなす。 

 

別表（第７条関係） 

杵

築

市

大 

横

岳

荘 

研修室 

和室 

（４人

用） 

食室・

厨房 

午前９時

から 

午後５時

まで 

１時間につき 

３３０円 

１時間未満の使

用時間は１時間

として算定す

る。 

田

横

岳

自

然

公

園 

午後５時

から 

午後１０

時まで 

１時間につき 

５５０円 

 

研修室 

和室 

（２人

用） 

和室 

（４人

用） 

洋室 

（２人

用） 

宿泊 

チェック

イン 

午後３時 

チェック

アウト 

午前１０

時 

一般 

３，８５０円 

小学生以下 

２，７５０円 

１泊食事なしの

１人当たりの料

金。 

 キャンプ場 宿泊 

チェック

イン 

午後３時 

一般 

５５０円

小学生以下 

３３０円 

１泊食事なしの

１人当たりの料

金。入浴料を含

む。 
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  チェック

アウト 

午前１０

時 

  

 日帰り 

午前９時

から 

午後１０

時まで 

一般 

２２０円 

小学生以下 

１１０円 

１回当たりの料

金。 

 テントフリ

ーサイト 

 １張り 

１，６５０円 

 

 貸しテント  １張り 

１，１００円 

５人用の料金。 

 シャワー利

用 

午前１１

時から 

午後４時

まで 

一般 

２２０円 

小学生以下 

１１０円 

１回当たりの料

金。 

 天体観測施

設 

「キララ

館」 

午後５時

から 

午後１０

時まで 

一般 

３３０円 

小学生以下 

２２０円 

１回当たりの料

金。 

 ログハウス 

くぬぎ 

けやき 

１棟 

（定員５

人） 

宿泊 

チェック

イン 

９，３５０円 １泊２日食事な

しの１棟当たり

の料金。入浴料

を含む。 
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  午後３時 

チェック

アウト 

午前１０

時 

  

 １棟（泊

なし） 

午前９時

から 

午後５時

まで 

１時間につき 

１，１００円 

１時間未満の使

用時間は１時間

として算定す

る。 

 ログハウス 

かえで 

（風呂・シ

ャワー付） 

１棟 

（定員１

２人） 

宿泊 

チェック

イン 

午後３時 

チェック

アウト 

午前１０

時 

３３，０００円 １泊２日食事な

しの１棟当たり

の料金。入浴料

を含む。 

  １棟（泊

なし） 

午前９時

から 

午後５時 

１時間につき 

１，１００円 

１時間未満の使

用時間は１時間

として算定す

る。 
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  まで   

 ログハウス 

もみじ 

１棟 

（定員２

４人） 

宿泊 

チェック

イン 

午後３時 

チェック

アウト 

午前１０

時 

４１，８００円 １泊２日食事な

しの１棟当たり

の料金。入浴料

を含む。 

 １棟（泊

なし） 

午前９時

から 

午後５時

まで 

１時間につき 

１，１００円 

１時間未満の使

用時間は１時間

として算定す

る。 

 ログハウス 

うめ 

さくら 

（風呂・シ

ャワー付） 

１棟 

（定員７

人） 

宿泊 

チェック

イン 

午後３時

チェック

アウト 

２２，０００円 １泊２日食事な

しの１棟当たり

の料金。入浴料

を含む。 
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  午前１０

時 

  

  １棟（泊

なし） 

午前９時

から 

午後５時

まで 

１時間につき 

１，１００円 

１時間未満の使

用時間は１時間

として算定す

る。 

 テニスコー

ト 

（人工芝） 

午前９時

から 

午後９時

まで 

１面１時間につ

き 

３３０円 

１時間未満の使

用時間は１時間

として算定す

る。 

 夜間照明施

設 

午後５時

から 

午後９時

まで 

１面１時間につ

き 

５５０円 
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議案第８７号 
 
 

杵築市学校給食共同調理場設置条例の一部改正につ 
いて 

 
 

杵築市学校給食共同調理場設置条例の一部を改正する条例を次

のように定める。 
 
 

令和２年６月４日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
 
 
              記 
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杵築市学校給食共同調理場設置条例の一部を改正す 
る条例 

 
 杵築市学校給食共同調理場設置条例（平成１７年杵築市条例第

１９５号）の一部を次のように改正する。 
 第２条の表杵築市学校給食センターの項中「杵築市大字猪尾２

３０６番地」を「杵築市大字本庄１８０７番地２」に改める。 
 第３条を削り、第４条を第３条とする。 
 第５条中「、各調理場に」を「及び」に改め、同条を第４条と

する。 
 第６条を第５条とし、第７条を第６条とする。 
 

附 則 
 この条例は、令和２年８月１日から施行する。 
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議案第８８号 

 

 

杵築市水道事業給水条例の一部改正について 

 

 

杵築市水道事業給水条例の一部を改正する条例を次のように定

める。 

 

 

令和２年６月４日提出 

 

 

杵築市長  永 松  悟 

 

 

              記 
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杵築市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

 

 杵築市水道事業給水条例（平成１７年杵築市条例第２２０号）

の一部を次のように改正する。 

第９条第１項中「又は指定給水装置工事事業者」を削る。 

第１１条第１項中「することはない」を「することはできない 

」に改める。 

 第１７条第２項及び第２０条第１項中「善良な管理者の」を「 

善良な管理と」に改める。 

第２４条第１項中「その日の属する月分及びその日」を「点検

期間の初日の属する月分及び当該点検期間の初日」に改める。 

第３０条第１項中「給水管の内径」を「メーター口径」に改め

る。 

第３４条に次の１号を加える。 

（４） 水道使用者等が保管しているメーターの設置場所に、

メーターの点検又は新設、改造、修繕若しくは撤去に支

障となる物件を置き、又は工作物を設けているとき。 

   

附 則 

  この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８９号 

 

 

杵築市立山香病院定数条例の一部改正について 

 

 

杵築市立山香病院定数条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

 

 

令和２年６月４日提出 

 

 

杵築市長  永 松  悟 

 

 

              記 
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杵築市立山香病院定数条例の一部を改正する条例 

 

 杵築市立山香病院定数条例（平成１７年杵築市条例第２２３号 

）の一部を次のように改正する。 

 第３条中「２１２人」を「２３０人」に改める。 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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報告第２１号 
 
 

繰越明許費繰越計算書について 
 
 

令和元年度杵築市一般会計予算のうち、令和２年度に別紙のと

おり繰り越したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６

号）第１４６条第２項の規定により報告する。 
 
 

令和２年６月４日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
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事
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田
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築
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費
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報告第２２号 
 
 

繰越明許費繰越計算書について 
 
 

令和元年度杵築市ケーブルテレビ事業特別会計予算のうち、令

和２年度に別紙のとおり繰り越したので、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定により報告する。 
 
 

令和２年６月４日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
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(ケ
ー
ブ
ル

テ
レ
ビ
－

1
)

(単
位

：
円

)

款
項

事
　
業

　
名

翌
年

度
繰

越
額

既
収

入

特
定

財
源

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他

２
．

１
．

1
,4
0
5
,4
6
7
,0
0
0

1
,4
0
5
,0
7
1
,0
0
0

4
8
,8
8
4
,0
0
0

4
2
5
,8
8
7
,0
0
0

9
3
0
,3
0
0
,0
0
0

0
0

1
,4
0
5
,4
6
7
,0
0
0

1
,4
0
5
,0
7
1
,0
0
0

4
8
,8
8
4
,0
0
0

4
2
5
,8
8
7
,0
0
0

9
3
0
,3
0
0
,0
0
0

0
0

ケ
ー

ブ
ル
テ
レ
ビ
事

業
特

別
会

計
　
　
合

　
　
計

ケ
ー

ブ
ル
テ
レ
ビ

整
備

事
業

費
ケ
ー

ブ
ル
テ
レ

ビ
整
備
事
業
費

令
和
元
年
度
　
杵
築
市
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
事
業
特
別
会
計
繰
越
明
許
費
繰
越
計
算
書

繰
越

明
許

費
設

　
定

　
額

左
の
財

源
内

訳

未
収

入
特

定
財

源
一

般
財

源

ケ
ー

ブ
ル
テ
レ
ビ
整

備
事

業
費
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報告第２３号 
 
 

繰越明許費繰越計算書について 
 
 

令和元年度杵築市簡易水道事業特別会計予算のうち、令和２年

度に別紙のとおり繰り越したので、地方自治法施行令（昭和２２

年政令第１６号）第１４６条第２項の規定により報告する。 
 
 

令和２年６月４日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
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(簡
易

水
道

－
1
)

(単
位

：
円

)

款
項

事
　
業

　
名

翌
年
度
繰
越
額

既
収

入
特

定
財

源
国

県
支

出
金

地
方

債
そ

の
他

１
．

２
．

事
業
費

簡
易
水
道
事
業
費

1
9
,5
8
0
,0
0
0

1
9
,5
8
0
,0
0
0

8
0
,0
0
0

0
1
9
,5
0
0
,0
0
0

0
0

1
9
,5
8
0
,0
0
0

1
9
,5
8
0
,0
0
0

8
0
,0
0
0

0
1
9
,5
0
0
,0
0
0

0
0

簡
易

水
道

事
業

特
別

会
計

　
　
合

　
　
計

令
和
元
年
度
　
杵
築
市
簡
易
水
道
事
業
特
別
会
計
繰
越
明
許
費
繰
越
計
算
書

繰
越
明
許
費

設
　
定

　
額

左
の
財

源
内

訳
未
収
入
特
定
財
源

一
般

財
源

簡
易
水
道
事
業
費

（
固
定
資
産
台
帳
デ
ー
タ

作
成
委
託
）
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報告第２４号 
 
 

繰越明許費繰越計算書について 
 
 

令和元年度杵築市農業集落排水事業特別会計予算のうち、令和

２年度に別紙のとおり繰り越したので、地方自治法施行令（昭和

２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定により報告する。 
 
 

令和２年６月４日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
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(農
集

下
水

－
1
)

(単
位

：
円

)

款
項

事
　
業

　
名

翌
年
度
繰
越
額

既
収

入
特

定
財

源
国

県
支

出
金

地
方

債
そ

の
他

１
．

１
．

総
務
費

総
務
管
理
費

2
1
,8
1
5
,0
0
0

2
1
,8
1
5
,0
0
0

5
,7
6
0
,0
0
0

0
0

1
6
,0
5
5
,0
0
0

0

2
1
,8
1
5
,0
0
0

2
1
,8
1
5
,0
0
0

5
,7
6
0
,0
0
0

0
0

1
6
,0
5
5
,0
0
0

0
農

業
集

落
排

水
事

業
特

別
会

計
　
　
合

　
　
計

令
和
元
年
度
　
杵
築
市
農
業
集
落
排
水
事
業
特
別
会
計
繰
越
明
許
費
繰
越
計
算
書

繰
越
明
許
費

設
　
定

　
額

左
の
財

源
内

訳
未
収
入
特
定
財
源

一
般

財
源

一
般
管
理
費

（
下
水
管
移
転
補
償
工
事
）
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報告第２５号 
 
 

繰越明許費繰越計算書について 
 
 

令和元年度杵築市公共下水道事業特別会計予算のうち、令和２

年度に別紙のとおり繰り越したので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定により報告する。 
 
 

令和２年６月４日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
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(公
共

下
水

－
1
)

(単
位

：
円

)

款
項

事
　
業

　
名

翌
年
度
繰
越
額

既
収

入
特

定
財

源
国

県
支

出
金

地
方

債
そ

の
他

２
．

１
．

下
水
道
事
業
費

下
水
道
事
業
費

7
,6
0
0
,0
0
0

7
,6
0
0
,0
0
0

5
5
0
,0
0
0

3
,5
5
0
,0
0
0

3
,5
0
0
,0
0
0

0
0

7
,6
0
0
,0
0
0

7
,6
0
0
,0
0
0

5
5
0
,0
0
0

3
,5
5
0
,0
0
0

3
,5
0
0
,0
0
0

0
0

令
和
元
年
度
　
杵
築
市
公
共
下
水
道
事
業
特
別
会
計
繰
越
明
許
費
繰
越
計
算
書

公
共

下
水

道
事

業
特

別
会

計
　
　
合

　
　
計

左
の
財

源
内

訳
未
収
入
特
定
財
源

一
般

財
源

下
水
道
事
業
費

（
終

末
処

理
場

改
築

設
計

委
託

）

繰
越
明
許
費

設
　
定

　
額
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報告第２６号 
 
 

繰越明許費繰越計算書について 
 
 

令和元年度杵築市特定環境保全公共下水道事業特別会計予算の

うち、令和２年度に別紙のとおり繰り越したので、地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定により

報告する。 
 
 

令和２年６月４日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
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(特
環

下
水

－
1
)

(単
位

：
円

)

款
項

事
　
業

　
名

翌
年
度
繰
越
額

既
収

入
特

定
財

源
国

県
支

出
金

地
方

債
そ

の
他

２
．

１
．

下
水
道
事
業
費

下
水
道
事
業
費

3
6
,6
8
0
,0
0
0

3
6
,4
8
8
,0
0
0

1
,9
4
4
,0
0
0

1
5
,7
4
4
,0
0
0

1
8
,8
0
0
,0
0
0

0
0

3
6
,6
8
0
,0
0
0

3
6
,4
8
8
,0
0
0

1
,9
4
4
,0
0
0

1
5
,7
4
4
,0
0
0

1
8
,8
0
0
,0
0
0

0
0

下
水
道
事
業
費

（
管
渠
測
量
設
計
委
託
）

特
定

環
境

保
全

公
共

下
水

道
事

業
特

別
会

計
　
　
合

　
　
計

令
和
元
年
度
　
杵
築
市
特
定
環
境
保
全
公
共
下
水
道
事
業
特
別
会
計
繰
越
明
許
費
繰
越
計
算
書

繰
越
明
許
費

設
　
定

　
額

左
の
財

源
内

訳
未
収
入
特
定
財
源

一
般

財
源
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報告第２７号 
 
 

繰越計算書について 
 
 

令和元年度杵築市水道事業会計予算のうち、令和２年度に別紙

のとおり繰り越したので、地方公営企業法（昭和２７年法律第２

９２号）第２６条第３項の規定により報告する。 
 
 

令和２年６月４日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
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(上
水

道
－

1
)

地
方

公
営

企
業

法
第

２
６

条
第

１
項

の
規

定
に

よ
る

建
設

改
良

費
の

繰
越

額
(単

位
：
円

)

款
項

事
　

業
　

名
予

算
計

上
額

不
用

額
説

　
　

明

１
．

１
．

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

4
,5

0
0
,0

0
0

0
4
,5

0
0
,0

0
0

0
4
,5

0
0
,0

0
0

0

4
,5

0
0
,0

0
0

0
4
,5

0
0
,0

0
0

0
4
,5

0
0
,0

0
0

0
水

道
事

業
会

計
　

　
合

　
　

計

２
号

導
水

ﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟ電

動
吐

出
弁

取
替

工
事

受
注

生
産

の
製

品
を

設
置

す
る

工
事

で
あ

り
、

そ
の

製
造

に
時

間
を

要
す

る
た

め

令
和

元
年

度
　

杵
築

市
水

道
事

業
会

計
繰

越
計

算
書

支
払

義
務

発
 生

 額
翌

年
度

繰
越

額

左
の

財
源

内
訳

企
業

債
損

益
勘

定
留

保
資

金
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